
有明広域行政事務組合女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 

 

令和７年 ４月 １日 

有明広域行政事務組合 代表理事 

 

 有明広域行政事務組合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以

下「本計画」という。）は、女性職業生活における活躍の推進に関する法律施行令（平成

２７年政令第３１８号）第１条第２項の規定、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律（平成２７年法律第６４号。以下「法」という。）第１５条第１項に基づき、有明

広域行政事務組合代表理事が策定する特定事業主行動計画である。 

 

 

１ 計画期間 

本計画の期間は、法第１５条に基づき令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで

の５年間とする。 

 

２ 女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 

 有明広域行政事務組合では、有明広域行政事務組合女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律の特定事業主等を定める規則（平成２９年４月１日公布）に基づき、女性職

員の活躍を効果的に推進するため、管理職や職員に対し、情報提供等を実施する。また、

「女性職員の活躍の推進に関する法律に関する特定事業主行動計画策定・実施委員会」を

設置し、計画の内容について職員の意見を広く聴取し、計画の見直し等を行い、本計画の

実効性を確保するよう努めるものとする。 

 

 

≪女性活躍の推進に関する法律に関する特定事業主行動計画策定・実施委員会≫ 

《実施委員会》 

次長 

総務課長 

介護保険課長 

業務管理課長 

 

 

 

 



３ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標、取組及び実施時期 

 法第１５条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事

業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号。以下「内閣府令」

という。）第２条に基づき、女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改

善すべき事情について分析を行った。当該課題分析の結果に基づいた女性職員の活躍を推

進するための目標を設定し、その達成に向けた取り組みを本計画期間内において行う。 

 

（１）現状把握について 

 

①  採用状況 

  令和６年度 採用職員 ３名 

    男性 ３名 女性 ０名   女性採用割合  ０％ 

  令和７年度 採用職員 ０名 

男性 ０名 女性 ０名    女性採用割合   ０％ 

      ２ヶ年女性採用割合  ０％ 

 

②  平均した継続勤務年数の男女差 

      令和７年度 全体平均 １６．２年 

      男性平均 １７．９年 女性平均 １１．５年 差 ６．４年 

 

③  各月ごとの平均超過勤務時間の状況 

     令和６年度実績 女性 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

時間 ２：５４ ３：００ １０：０２ ２：２３ ２：４６ ７：２３ 

月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

時間 ２０：４４ ５：３０ ３：１３ ６：３８ １：３１ ３：１４ 

  令和６年度実績 男性 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

時間 ２：２３ ２：４３ ７：５２ ２：０９ １：３５ ２：５５ 

月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

時間 ３１：１８ ６：１３ ６：１３ ４：３５ ４：３７ ５：０９ 

    令和６年度実績 全体 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

時間 ２：３２ ２：４７ ８：２４ ２：４８ １：５３ ４：０２ 

月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

時間 ２８：３９ ６：０３ ５：３３ ５：０３ ３：５５ ４：４３ 



④  管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

    令和７年度 全体 ７名 

     男性 ７名 女性 ０名 女性割合 ０％ 

 

⑤  各役職段階に占める女性職員の割合 

令和７年度 

    事務局 

 総数（人） 女性（人） 女性割合 

課長級以上 ７ ０ ０.０％ 

課長補佐級 ２ ２ １００.０％ 

係長級 ７ ０ ０.０% 

合計 １６ ２ １２.５% 

 

 

⑥  男女別の育児休暇率及び平均取得期間 

    令和６年度 

性別 取得者数 育児休業取得率 平均取得日数 

男性 ０名 ０．０％ ―日 

女性 ２名 １００．０％ １３７．５日 

 

⑦  男性職員の配偶者出産休暇等の取得率及び平均取得日数 

        令和６年度 取得率   ０．０％ 

        平均取得期間     ０日 

 

（２） 数値目標、取組及び実施時期等 

   ① 職員採用関係 

    新規採用者の女性割合は、令和６年度から令和７年度の実績は０％であるため、採

用情報をホームページや広報等を活用し幅広く周知し、女性の採用試験の採用割合

が平均２０％以上になるよう努める。 

 

② 継続就業及び仕事と家庭の両立 

    出産を控えている全ての男女に対し、管理職員又は総務課担当者による面談を行

い、各種両立支援制度（育児休業、配偶者出産休暇、育児参加のための休暇等）の採

用促進等に関する助言を行い、育児休業（部分休業の取得も含める。）を取得する男

性職員の配偶者出産休暇、育児参加のための休暇の取得割合を５％以上にする。 

 



４ 進捗管理 

    本計画において、設定した２つの目標については、毎年その状況を把握して公表を行い、

また必要に応じて本計画の修正を行う。 

 


